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地方長官会議と戦前期教育政策（２）
—地方自治体制発足ならびに教育勅語公布後における地方長官の課題意識—
柏  木  　  敦
はじめに
　1886（明治19）年以来進行した地方官僚制機構の整備は、地方長官（府県知事）の人事を「藩
閥情実人事から、行政的な知識、手腕の所有者への、任用人事の転換」1させた。その結
果地方長官は、各省大臣の指揮監督を受けつつ、府県行政、府県会、市町村行政に対して
広範な指揮監督権を持つに至るのである2。
　こうした経緯から見ても、上記機構整備以降、地方長官の役割は“上からの”行政方針
の地方への徹底および地方の安定にあったということができる。この機構整備前後におけ
る地方（長）官会議の性格の違いについて、後に水野錬三郎が「其の時（—三新法当時、柏
木注）の地方官会議は今の地方官会議と違ひまして、地方官は地方人民代表者としての会
議であつたやうであります」3と述べているように、上記の機構整備によって、地方（長）
官会議は明治10年代のそれとは全く異なった性格を帯びることとなった。
　その結果、内務官僚化、それに伴う頻繁な移動（「浮草稼業」4）、政党政治による地位の
流動化5により、一般的には「地方」に根ざす存在ではなくなったといえる。しかし他方
で地方長官会議を通じて各地の実情を酌みとりながら課題を共有し、かつ中央省庁に対し
て共通課題に関わる建議を提出しながら地方行政システムの整備を進めるという政策決定
の仕組みも作られつつあった。
　前稿では明治期地方長官会議ならびにその史料状況について概観した。本稿では竹永三
男が示した以下の時期区分に基づき6、明治期地方長官会議の具体的姿を検証するもので
ある。
（１） 1892年以前の内務省諮問会・地方長官相談会の時期（成立期）
（２） 1892年から日清戦争後に至る、会議の定式化と指示建議の継続の時期（過渡期）
（３） 日露戦後の原敬内相による地方長官会議改革の時期（確立期）
（４） 第二次大隈重信内閣・寺内正毅内閣から政党政治期（展開期）
（５） 「満州事変」からアジア太平洋戦争期（再編期）
（６） 占領・戦後改革期
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　本稿が対象とするのは上記（１）末期、そして（２）初期にあたる1890（明治23）年から1891
（明治24）年の地方長官会議であり、その教育政策の側面を検証する。よく知られているよ
うに、この時期は帝国憲法発布、教育勅語の成立・公布、そしてそれらへの制度的対応と
して小学校令の新定・施行が行われた時期である。これまで教育政策史の領域では1890（明
治23）年地方長官会議について、教育勅語成立に関わって検証が行われるだけであったが、
その他の事項に関わる地方長官の課題意識のありようについては、管見の限り検証が行わ
れていない。しかし上述したように地方長官（府県知事）そのものの政治的位置づけが変化
した時期でもあり、踏み込んだ検証が必要である。91（明治24）年の会議については、大日
本帝国憲法の発布、教育勅語の公布を経て、地方長官らの政策関与がどのように展開した
のかを検証するために看過できない会議である。本稿はこの91年の地方長官会議を対象と
して、大日本帝国憲法発布、地方自治体制の発足、教育勅語発布を経た中での地方長官ら
の課題意識を浮き彫りにしたい。
１．1891（明治24）年地方長官会議開催の経緯
　『内務省史』によれば1889（明治22）まで地方（長）官会議は年一回ペースで開催されてい
た。それが90年以降、年二回程度と複数回開催される年も出てくる。ただし複数回開催も
90年から96年まで集中的に行われているが、その後一貫して、というわけではない。90年
地方長官会議も『内務省史』では２月と11月に開催されたとされているが、11月会議の資
料は管見に入らない。
　91年地方長官会議も『内務省史』によれば４月と10月とに開催されているが、筆者が現
状で所在が確認できている資料は前者の会議に関わるもののみで、東京都公文書館所蔵
の「明治二十四年　建議諸案」（619-B6-11）、「明治廿四年四月　地方長官会議議事筆記」
（619-B4-19）、「明治廿四年　地方官会議中往復録（明治廿四年　地方官会議中往復雑書）」
（619-B4-18）がそれである7。
　91年４月の地方長官会議は、『内務省史』第３巻によれば４月21日が初日となっている
が8、同年３月に内務大臣から発せられた通牒を見ると当初の計画段階では４月６日頃から
の開催が予定されていたようである9。
訓第一八一号
毎年四月五日ヲ期シ出京ノ儀、客年十二月廿七日及訓令置タル処、本年ノ儀ハ同月二十
日ヲ期シ出京致サルヘシ
右訓令ス
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　明治廿四年三月十二日
　　　　　内務大臣伯爵　西郷従道　印
　　　　群馬県知事　佐藤與三殿
　この通牒中にある前年12月27日付けの通牒に関しては未確認である。ただ「毎年四月五
日ヲ期シ出京ノ儀」とあることと、88年から90年までの地方長官会議の初日が２月12日か
13日であったことから考えると、90年末段階で地方長官会議の日程を４月５日の開催に一
定化しようとしていたことがうかがえる（ただし戦前期を通して結果的に開催月が一定化
されることはなかった）。
　これは勿論帝国議会制度発足に伴う地方長官会議開催スケジュールの変更であった。帝
国議会の会期については大日本帝国憲法に「帝国議会ハ毎年之ヲ召集ス」（第四一条）、「帝
国議会ハ三箇月ヲ以テ会期トス必要アル場合ニ於テハ勅令ヲ以テ之ヲ延長スルコトアルヘ
シ」（第四三条）とされた。具体的な時期は設定されていないが、帝国憲法に「国家ノ歳出
歳入ハ毎年予算ヲ以テ帝国議会ノ協賛ヲ経ヘシ」（第六四条）とされていた。アジア・太平
洋戦前期の通常会開催日程を見てみると、およそ前年の11月から12月に開会し、翌年３月
末頃に閉会するというパターンが多い10。
　もとより地方長官会議は ｢当該議会において成立した法律・予算を中心として、時の政
府の新政策の意図するところを総合的に地方長官に伝え、その実施について必要な指示を
与えることに中心的な役割があった｣ 11から、内務省が当初「四月五日ヲ以テ出京」とし
たのは、こうした帝国議会の閉会ペースならびに会計年度の終わりである３月の閉会を目
途として召集することを念頭に置いたものといってよい。なお第一回帝国議会の会期は90
（明治23）年11月29日〜91（同24）年３月７日（閉会式が８日）までであった。ところが３月12
日の通牒訓181号に続いて次の通牒が発せられた12。
　地方長官定期会同之儀、来四月二十日ニ延期相成候処、本年度予算ニ於テ俸給額減額
ニ付テハ自然県治上施設ヲ要スヘク、且当省ニ於テモ夫是事務上都合有之候条、同月
十五日以後着京ノ御日積ヲ以テ御発程相成度、此段及通牒候也
　明治廿四年三月十七日
　　　　　　　　　内務次官　白根専一
　　　　　秋田県知事　鈴木大亮殿
　第一回帝国議会は民力休養・経費節減が衆議院の要求するところであり、ために予算は
大幅削減を余儀なくされた。この通牒にある「本年度予算ニ於テ俸給額減額」や「当省ニ
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於テモ夫是事務上都合有之」とは、この予算削減に関わって生じたものであり、ために「事
務上ノ都合」が生じているから、あまり早々に東京入りすることは控えるよう求めたので
あった。この点について、会議結了の際、その件とともに『東京朝日新聞』は次のように
報じている13。
●地方官の滞在日数　従来地方官の上京したる際、滞在日数ハ別に届出を要せざりしが、
自今ハ予めその日限を定めて主務大臣に届書を差出さしめ滞在日数の予定期限に超過す
る分ハ総て私費を以て日当其他を支弁せしむることに改めたりと。
　実際に先の通牒で求められたとおり、各地方長官は概ね会議初日を目途に東京へ入った
ようである。1891年４月17日付け『東京朝日新聞』は「来る二十一日より内務省中に於て
開かるゝ地方長官協議会へ参同として昨今両日に着京せし知事の宿泊所」を報じている
が14、そこには４人の知事の名前が示されているのみであった。また予定通り21日から開
催された会議初日を報じた記事は次の通りである15。
内務大臣より本月 廿
（ママ）
五日までに上京すべき旨を発せられしに依り、当日までに着京せ
し各府県知事ハ四十余名にして、其他ハ未だ着京せざるも、愈々昨二十一日午前九時よ
り各知事ハ内務省に集会し、西郷内務大臣白根同次官各局長列席の上西郷大臣ハ各知事
に向ひて上京の労を慰したるうへ、開会の趣旨を述べ頓て十二時に至り散会したるが、
今日より引続き開会の筈なり。
　21日は内務省にておよそ２時間、内務大臣以下関係方面から慰労と会議の趣旨説明のみ
行われ、翌22日から実質的な「会議」に入ったわけである。ただし「明治廿四年四月　地
方長官会議議事筆記」（以下「議事筆記」）に記された「出席員」を見ると33府県知事の氏
名しか見出すことができない。これは欠席・早退等もやむを得なかった実態が背景ある。
実質的な会議初日を報じた４月23日付『東京朝日新聞』は次のように報じている。
●昨日の地方官会議　各地方官ハ昨日午前九時までに内務省へ参集し、同十時より会議
を開き、十一時過退散し午後ハ浜離宮にて御催しの観桜会に赴けり。因に記す右会議に
依り上京せし山内鹿児島県知事ハ露国皇太子殿下奉迎の為昨廿二日帰県し中野長崎県知
事ハ前同様の儀に付上京ハ見合す旨届出たりと。
　鹿児島県知事を会議一日限りで帰県、長崎県知事の出席をキャンセルさせた露国皇太子
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とは、５月11日、いわゆる大津事件で遭難するニコラス＝アレクサンドロビッチ皇太子で
ある。なおこの年はロシア皇太子の来日のみならず、４月１日から郡制施行、同９日に山
縣有朋首相が辞表を提出、といったことが会議を取り巻いていたのであった。会議の終了
日は５月６日であった16。
２．諸建議案の概要と会議における検討方法
　この年の地方長官会議に関しては、東京都公文書館蔵「建議諸案」に全18にのぼる建議
案が残されている17。同簿冊の「目録」に相当する部分では、収録された建議案が次のよ
うに示されている（東京府罫紙に墨書）。
番号 タイトル
第一号 陸軍各兵科現役士官候補生並陸軍幼年学校生徒志願者身分財産等証明ノ
件ニ付建議案（東京）
第二号 兵員入営旅費金支給方之儀ニ付建議案（仝上）
第三号 旅管徴兵署ニ於テ徴兵検査執行之儀ニ付建議案（仝上）
第四号 社寺境内地下渡ノ義ニ付建議案（仝上）
第五号 社寺境内地貸渡ノ義ニ付建議案（仝上）
第六号 技師試補追加ノ義ニ付建議案（仝上）
第七号 教育事項ニ関スル建議案（仝上）
第八号 木杯製式改正之義建議案（仝上）
第九号 登記法第四十条中改正之義ニ付建議案（仝上）
第十号 登記法第四十条中改正之義ニ付建議案（仝上）
第十一号 戸籍上取調方改正之案（仝上）
第十二号 市町村経済之義ニ付建議案（岡山）
第十三号 看守押丁身分之件（岡山）　　看守押丁設置程度ニ関スル建議案（富山）
第十四号 備荒儲蓄金ヲ以テ町村ノ基本財産トセン 及山林ノ制ヲ改正シ府県庁ノ
所轄ニ属セラレタキ義建議案　（岡山）
第十五号 登記法［第四十条中］改正之義県議案　（岡山）
第十六号 郡書記俸給令特定ノ建議案　（鳥取）（広島）
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第十七号 郡書記俸給令特定ノ建議案　（鳥取）（広島）
第十八号 官有地売払等ニ関スル件建議案　（鳥取県）
　一瞥すれば分かるように、多様な領域に亘る建議が作成されていたことが分かる18。こ
れらの建議案の作成過程ならびに提出の如何については、本会議の筆記録である「議事筆
記」から窺い知ることができる。
　これらの諸建議案が会議の中でどのように検討されたのか19。４月28日付けの「議事筆
記」では、「第一号（議案—柏木注）ヨリ順次議セラレン ヲ望ム」という蜂須賀東京府知
事の促しに対し、船越宮城県知事から各建議案については「委員」を設け「一応調査セシ
メテハ如何」と提案があった。何人かの知事が賛成したので蜂須賀は「委員ハ如何ナル
ヲ為スモノナルヤ、此案ハ建議スヘキヤ否ヤヲ調査スルノミカ或ハ某案ヲ修正スヘキモノ
ナルカ」と「委員」の権能について確認したところ、桜井徳島県知事より「議案ヲ見ルニ
重要ノモノモアルカ、中ニハ余リ重要トモ思ハレサルモアリ。今之ヲ一々議スルハ甚手数
ナルヲ以テ、初ヨリ挙テ委員ニ付スル方然ラン」と建議案の取捨選択を行うことが提案さ
れた後、岩村愛知県知事の「委員ニ全権ヲ付シ議スヘキ否ヲ決セシメ、他ヨリ之レニ向テ
異論ナカラシメナハ、都
（カ）
テ簡易ニシテ速カナルヲ得ヘシ。委員ヲ撰ムモノトシ、一応朗読
シテハ如何ニ」という意見に賛成が寄せられ、委員の設置とその役割が取り決められた。
そして蜂須賀東京府知事を会長として以下西村捨三（大阪府知事）、内海忠勝（神奈川県知
事）、岩村高俊（愛知県知事）、船越衛（宮城県知事）、山田信道（福島県知事）、安場保和（福
岡県知事）、松平正直（熊本県知事）の七名を委員とすることと決定した。
　委員を決定した後10時45分、会議は一旦散会し、同日の午後一時、先の七名によって委
員会が開かれ、建議の取捨選択が行われた。そして同月30日の会議において委員会の結果
が報告され、最終的な建議の可否を議論した。また同日午後も委員会にあてられ、委員会
はのべ25の建議案につき、提出の可否を検討したのであった。「議事筆記」をみると、上
記委員会が個別の建議案につき、提出の如何、建議主体の表現方法、建議から照会への変
更などを議論し20、その結果を会議全体に持ち帰り、修正の有無などについて意見を出し
合っていた。
　上述のすべての建議案を検証するのは筆者の知見の範囲では手に余るので、本稿では第
七号「教育事項ニ関スル建議案」を検討対象としてこの年の地方長官会議とその前後にお
ける教育諸政策との関係を検証する。
　予め同建議案の顛末を述べておくと、地方長官会議において取り上げられたのは５月２
日午前の会議であった。この日の会議は蜂須賀東京府知事・地方長官会議会長の次のよう
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な発言から始まる。
蜂須賀会長曰　今日ハ各県ヨリ提出セラレタル建議案ヲ議セラレタシ。広島県等四県提
出第十六号郡書記俸給ニ関スル建議案、鳥取県提出第十七号郡書記俸給金特定ノ建議案、
富山県提出号外郡書記俸給ニ関スル建議案ハ皆同一ノモノナレハ一遍トシテ建議スル
ニ委員会ニテ決セリ今之ヲ朗読セシム。
　如上の議案につき議論した後、当日の議案検討の終了と、各府県により準備された建議
案の撤回が確認された。
本日ノ議案ハ之ニテ畢レリ、委員ニ提出セラレシ議案中撤回セラレハ熊本県知事提出第
十九号尋常師範学校募集生徒年齢変更並学校ニ宗教ヲ入ルヽヲ禁スルノ建議案同第二十
号収税属服務年限ヲ定ムルヲ必要トスル建議案同第二十一号地租定率ヲ動カスヘカラサ
ル 及ヒ小作人保護法ヲ施行スルノ建議案ノ三件、香川県知事ヨリ提出ノ号外普通文官
試験及第者ニ合格証書付与ノ義建議案、同号外或ル年季間税務勤続傭員ヲ収
（ママ）
収属ニ登用
ノ義建議案ノ二件、富山県知事提出号外農商務省大臣達ニ係ル農事調査ヲ中止セルノ建
議案ナリ。此他ハ未タ調査ヲ遂ケサルナリ。
本官提出第七号教育ニ関スル建議案ハ重要ノ件ニシテ必シモ当期ニ於テ議決セサルヘカ
ラサルノ急要ニモアラス。故ニ今回ハ先ニ見合スル トセリ。最モ次期ニハ是非提出致
スヘキヲ以テ諸君ニ於テモ御帰県ノ后ハ十分研究アラン ヲ冀望ス。
　引用末尾に明らかなように、第七号議案も提出者である蜂須賀自らによって「当期ニ於
テ議決セサルヘカラサルノ急要ニモアラス」であるから「先ニ見合スル」ことが確認され
た。ただし「次期ニハ是非提出致スヘキヲ以テ」各自帰県後、検討を継続することが求め
られたのであった21。ただし筆者が現在までに調査した範囲では、翌年の地方長官会議に
おいて同建議案が提出・検討されたことを示す資料は発見できていない。
３．「教育事項ニ関スル建議案」
　第七号「教育事項ニ関スル建議案」は東京府罫紙に墨書、提出者は「各府県知事」で「文
部大臣宛」となっている。前節でみた「議事筆記」から看取できるように、これは最終的
な提出を前提とした提出者名であって、建議案自体を作成・提出したのは東京府であった。
　この建議案は他の建議案とは体裁が異なり、建議案本文と三つの項目が別立てとなって
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いる。建議案本文は次の通り。
　　教育事項ニ関スル建議案
今ヤ教育制度漸ク具備シ文運益々隆盛ニ向フヲ以テ、将来一般学事ノ面目ヲ改メ其進歩ヲ
見ルヘキハ蓋シ遠キニ非ルヘシ。然而目下教育ノ方法ニ関シ改良ヲ要シ方針ノ一定ヲ請ハ
サルヘカラサルモノアリ。即チ尋常師範学校ニテ尋常小学校ト高等小学校ト各別ニ教員ヲ
養成スルノ制ヲ設ケラルヽ事、宗教ニ関スル学校取扱ノ方針ヲ一定セラレタキ事、小学校
尋常中学校高等中学校ノ連絡ヲ通スルニ適シタル教則ノ方針ヲ定メラレタキ事ノ三項是ナ
リ。其理由ハ別紙ニ陳述スルカ如ク実ニ目下緊急ノ事項ナレハ地方一般ノ状況ヲ洞察セラ
レ速ニ採択アランコトヲ希望ス。此段建議候也。
　明治二十四年四月
　　　　　　　　　各府県知事
　　文部大臣宛
　地方長官らが「今ヤ教育制度漸ク具備シ文運益々隆盛ニ向フヲ以テ、将来一般学事ノ面
目ヲ改メ其進歩ヲ見ルヘキハ蓋シ遠キニ非ルヘシ」というのは、前年（1890年）10月、第一
次小学校令を廃止し、地方学事通則とワンセットとなった第二次小学校令のみならず、前
年の地方長官会議建議が発端となり同じく前年10月に発せられた教育勅語を意図している
ことは明白だろう。森文政の批判を全面的に打ち出した前年の会議における教育関係の建
議３件とは全くニュアンスが変わって、教育制度政策への肯定的雰囲気が読み取ることが
できる。さしあたり「教育制度漸ク具備シ」つつあることを積極的に評価しつつも、さら
に教員養成、学校における宗教の取扱い、尋常小学校〜尋常中学校〜高等中学校の接続関
係の合理化という三点につき、さらなる制度整備が必要としていたのであった。
　これに続いて建議案文中にある「尋常師範学校ニテ尋常小学校ト高等小学校ト各別ニ教
員ヲ養成スルノ制ヲ設ケラルヽ事」「宗教ニ関スル学校取扱ノ方針ヲ一定セラレタキ事」「小
学校尋常中学校高等中学校ノ連絡ヲ通スルニ適シタル教則ノ方針ヲ定メラレタキ事」の三
点につき、「理由」を示した「別紙」（いずれも東京府罫紙に墨書）が付されている。また
この建議案に関しては、４月28日の委員会にて検討された。以下「別紙」の内容を、順を
追って検討する。
3-(1)　「尋常師範学校ニテ尋常小学校ト高等小学校ト各別ニ教員ヲ養成スルノ制ヲ設ケラ
ルヽ事」
　建議理由書「尋常師範学校ニテ尋常小学校ト高等小学校ト各別ニ教員ヲ養成スルノ制ヲ
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設ケラルヽ事」は以下の通りである。
一尋常師範学校ニテ尋常小学校ト高等小学校ト各別ノ教員ヲ養成スヘキ事
　　　其　理　由
現今ノ尋常師範学校生徒ハ四年ヲ以テ卒業シ、其卒業生ハ小学校教員トシテハ完全ナル
学識ヲ備ヘシムルノ仕組ナリ。即チ高等小学校ノ教員タルニ適スル人物ヲ輩出セシムル
方針ナリ。然ルニ顧ミテ小学校実際ノ有様ヲ通観セハ、高等小学校ハ其数極テ少ナク尋
常小学校却テ多数ナルカ故、教員ノ需要モ亦随テ尋常小学校ニ多数ヲ要スルハ自然ノ勢
ナリ。小学校令ノ精神モ亦主トシテ尋常小学校ヲ普及セシムルニ在ルヤ明カナリ。斯ル
実況ナルニ今日ノ尋常師範学校ハ前述スルカ如ク、高等小学校適当ノ教員ノミヲ養成ス
ルモノナレバ、尋常小学校ノ教員モ亦此内ヨリ採用セサルヲ得ス。然ルニ尋常小学校ハ
高等小学校ニ比シテ教員ノ待遇法モ幾分カ劣等ナラサルヲ得サルハ自然ノ数ナルカ故、
教員タル者兎角其地位ニ甘ンセスシテ職務ニ深切ナラサルノ傾キアルヲ免レス。是等ハ
単純ノ理論ヨリ見ルトキハ固ヨリ取ルニ足ラサル次第ナレトモ、人情ハ道理ノミニ依テ
推論スルヲ得サル場合アリ。同一ノ卒業生ニシテ一ハ高等小学校ニ優待ヲ受ケ、一ハ尋
常小学校ニ優待セラレストノ感アルニ至テハ、到底其間ニ不都合アルヲ免レサルヘシ。
故ニ尋常師範学校ニ於テハ高等小学校ト尋常小学校ト各別ノ教員ヲ養成シ、各其目的ト
学識トニ適応シタル小学校ニ従事セシムルニ於テハ、前述ノ如キ不都合ナキハ勿論又尋
常小学校ノ教員ナレハ四ヶ年ノ歳月ヲ費サヽルモ卒業（凡二ヶ年位）セシムルヲ得ルカ
故、随テ経費上モ大ニ省略スルヲ得一挙両得ノ策ト謂フヘキナリ。
　1881（明治14）年の師範学校教則大綱では、師範学校の学科を初等中等高等の三等に分け、
「高等師範学科卒業ノ者ハ小学各等科ノ教育タルヲ得ヘク中等師範学科卒業ノ者ハ小学中
等科及初等科ノ教員タルヲ得ヘク初等師範学科卒業ノ者ハ小学初等科ノ教員タルヲ得ヘキ
モノトス」（第７条）とした。小学校の等科と師範学校のそれとがリンクしていたわけであ
るが、1886（明治19）年の師範学校令では、師範学校を高等尋常の二等とし、高等師範学校
卒業者は「尋常師範学校長及教員ニ任スヘキモノ」（第10条）、尋常師範学校卒業者は「公
立小学校長及教員ニ任スヘキモノ」（第11条）とし、尋常師範学校は小学校教員全般、すな
わち尋常小学校高等小学校双方の教員を養成することとなった（「其卒業生ハ小学校教員ト
シテハ完全ナル学識ヲ備ヘシムルノ仕組ナリ」）。同じ尋常師範学校の課程を卒業しても、
高等小学校もしくは尋常小学校のいずれかに着任するという二つのルートがあり得るとい
うことになったのである。
　この結果、尋常師範学校の課程は「高等小学校ノ教員タルニ適スル人物ヲ輩出セシムル
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方針ナリ」「今日ノ尋常師範学校ハ前述スルカ如ク高等小学校適当ノ教員ノミヲ養成スル
モノ」と受け止められ、「尋常小学校ノ教員モ亦此内ヨリ採用セサルヲ得ス」という認識
が生まれていたのであった。校数、児童数とも当然ながら圧倒的に尋常小学校の方が多か
ったから、尋常師範学校を卒業して尋常小学校の教員となる者が多かったのもまた当然で
あった。しかし「尋常小学校ハ高等小学校ニ比シテ教員ノ待遇法モ幾分カ劣等ナラサルヲ
得サル」という実態もまた厳然としてあったため、「教員タル者兎角其地位ニ甘ンセスシ
テ職務ニ深切ナラサルノ傾キアルヲ免レス」という状況につながっていると指摘するので
あった。
　会議の委員会において、この建議に関してまず説明をしたのは山田福島県知事であった。
山田は師範学校の修業年限につき「二ヶ年ト為ス」としつつも「然レトモ精神体格ヲ養フ
ニハ四年ヲ要セサルハ不可ナリトノ説モアリ。故ニ尋常高等ト区別スルヲ可トス」と述べ
た。これに対して委員からは「教員ニ学力アルト否トニ依リ其生徒ニ優劣アルハ免カルヘ
カラス。大ニ考究ヲ要スル」（松平委員）、「生徒ハ総テ教員ノ身体挙動ヲ見習フヲ以テ翻
案ノ如キハ熟慮セサルヘカラス」（安場委員）という意見が続き、二ヶ年の課程で養成され
る教員の“質”に対する疑問が呈されたのであった。
　山田委員が「経済上ニ於テハ余程ノ差アルヘシ」と検討の方向性を変えると、高等科教
員についてはおよそ15円前後という発言が続いた。結果的に「緊急ノ問題ナレトモ急クヘ
キニアラス。故に宿題トシ篤ト熟考シ次期ノ問題トシテハ如何」という安場委員の発言に
より「延期」が決定した。
　本会議後における各府県の対応をみておきたい。小学校令本体では、「市町村立小学校
教員ノ給料額及旅費額ノ標準並給料旅費其他諸給与ノ支給方法ハ府県知事ニ於テ之ヲ規定
シ文部大臣ノ許可ヲ受クヘシ」（第60条）としていた。これに基づいて、各府県は1892（明
治25）年に入ると教員給料額に関わる規定を制定する。いくつかの府県の教員給与の規定
をみてみると、埼玉県は３月22日、県令甲第24号をもって「町村立小学校教員ノ給料額及
旅費額ノ標準並給料旅費其他諸給与ノ支給方法及給料換給ノ歩合」を制定した。「給料額
ノ標準ヲ定ムルコト左ノ如シ」（第一条）として示された給与表は次の通りである22。
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【表1　埼玉県小学校教員給料額標準】
　埼玉県の場合、建議にあるように高等小学校教員と尋常小学校教員とで、はっきり給与
の差を設けている。奈良県も３月26日奈良県令第27号「町村立小学校教員給料及旅費額標
準並支給方法」第一条で、「訓導」の月俸を高等科10円以上40円以下、尋常科７円以上40
円以下としている23。この他東京府も、３月19日東京府令第30号により定められた「市町
村立小学校教員ノ給料額及旅費額ノ標準並給料旅費其他諸給与ノ支給方法及給料換給ノ歩
合」では、「訓導給料額ノ標準」を一級（50円以下40円以上）から十級（10円以下８円以上）
まで分け、「尋常小学校教員ノ給料ハ六級以下トス」としていた24。
　しかしながら他方で尋常小学校教員と高等小学校教員とで、給与差を設定していない県
もある（「規定上」というだけかもしれないのだが）。千葉県は92年３月18日県令第24号を
もって「小学校教員給料額標準」を定めたが、一級（38円から40円）から十級（10円から12円）
までの等級分けは行われているものの、尋常・高等小学校の別については何ら触れられて
いない（東京府のような注記ももちろんない）。あるのは専科正教員の給料額標準が「八級
以下トシ特別ノ事情アルモノハ十級ノ金額ヲ四円マテ減スルコトヲ得」（第２条）とあるの
みである25。
　他にも長野県が小学校令第60条に基づいて92年３月に定めた県令第21号「町村立小学校
教員ノ給料額旅費額ノ標準並給料旅費其他諸給与ノ支給規則」では、訓導と准訓導のみを
まず区別し、その中でそれぞれ一級から五級、一級から二級の等差を設けているが尋常・
高等の学校種別で差異を設ける規定は示されていない26。
　ところで文部省は1893（明治26）年６月、府県に対して「取調上必要ノ儀有之候ニ付」と
いうことで、小学校教員の人員、俸給などに関する照会を行っている27。これが本建議案
と関連があるのかどうかは分からないが、長野県の回答から本科正教員に限って月俸総額
を教員数で割ってみると、尋常小学校（ここでは修業年限四ヶ年のものに限る）本科正教員
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数636人に対して月俸額は6886円75銭＝一人当たりおよそ10円82銭、高等小学校本科正教
員123人に対して月俸額1877円＝およそ15円26銭となっている。尋常高等併置校の教員を
含めていないし（長野県の回答では尋常高等併置校おける尋常科教員・高等科教員の別は
示されていない）、等級の別も考慮に入れていないから断定的なことは言えないけれども、
尋常・高等とで給与額の差が明示されていなくとも、「尋常小学校ハ高等小学校ニ比シテ
教員ノ待遇法モ幾分カ劣等ナラサルヲ得サル」という実態は会議後もあったとみてよいだ
ろう。
　なお各県の小学校教員給料額標準の中で、奈良県が等級を設定していないのが目に付く。
ちなみに等級は原則的に在職一年をもって一等級上がる。他府県も同じで、この原則につ
いては第二次小学校令の趣旨徹底のために府県の学務官が召集された際に、「第三号議案」
として示された「市町村立小学校教員俸給及諸給与支給方法ニ関スル規程中一定ヲ要スヘ
キ事項」の中で指示があったものである28。そこで給与等級に関しては「在職一箇年ヲ経
タル者ハ俸給一級ヲ進ムルコトヲ得ル事」としていた。
　「一定ヲ要ス」とはされたものの、小学校令では市町村立小学校教員の給料額及び旅費額、
それらの支給方法に関しては「府県知事ニ於テ之ヲ規定シ文部大臣ノ許可ヲ受クヘシ」（第
60条）としていたし、学制期以来実施されていた各府県の任用待遇方法があったから、各
府県でこのように多様な給料額設定があったことも当然であったし、またこの多様性は各
府県の教員給料に関わる慣行を色濃く反映したものであったことと考えられる。
　本建議案で留意すべきは末尾の「尋常小学校ノ教員ナレハ四ヶ年ノ歳月ヲ費サヽルモ卒
業（凡二ヶ年位）セシムルヲ得ルカ故、随テ経費上モ大ニ省略スルヲ得一挙両得ノ策ト謂フ
ヘキナリ」という文言であろう。すでに帝国議会において経費削減問題を端緒として師範
学校制度の再編・廃止論が議論されていた29。加えて府県にあっても1889（明治19）年の師
範学校令により、「高等師範学校ハ東京ニ一箇所、尋常師範学校ハ府県に各一箇所ヲ設置
スヘシ」（第３条）と設置が府県に義務づけられた尋常師範学校は、「高等師範学校ノ経費
ハ国庫ヨリ、尋常師範学校ノ経費ハ地方税ヨリ支弁スヘシ」（第４条30）と規定され、師範
学校設置維持の負担は府県が担っていた。かつ「尋常師範学校ノ経費ニ要スル地方税ノ額
ハ府知事県令其予算ヲ調整シ文部大臣ノ認可ヲ受クヘシ」（第５条）とされていた。この第
５条の規定はそもそも府県会がみだりに師範学校経費を削減できないようにするための措
置であったから、もとより各地方において合法的な師範学校経費削減は大きな課題であっ
た。建議案は教員供給ならびに給与規程の実態、またそれによって生じる教員社会の雰囲
気と、各府県が抱える経費問題との双方を含み込んだ方策案だったのであった。
　なお1892（明治25）年７月11日、文部省令第8号をもって尋常師範学校の学科及びその程
度に改正が行われ、同日付文部省令第11号をもって「尋常師範学校簡易科規程」が公布さ
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れ、師範学校に修業年限２年４ヶ月の簡易科が設置された。
3-(2)　「宗教ニ関スル学校取扱ノ方針ヲ一定セラレタキ事」
　前年の会議で「徳育涵養ノ義ニ付建議」を提出した地方長官らは、この年の会議では学
校教育における宗教の取扱いに踏み込んだ建議を準備していた。前年の「徳育涵養ニ関建
議」、教育勅語の公布、そしてそれを踏まえた本建議案という流れを見れば、二年に亙る
建議（案）の作成は地方長官の課題意識がよく現れた一連のものと位置づけてよい。その「宗
教ニ関スル学校取扱ノ方針ヲ一定セラレタキ事」は次の通り。
一宗教ニ関スル学校取扱ノ方針ヲ一定シテ文部大臣ヨリ指示セラレタキ事
　　　其　理　由
本邦ニ於テハ古来学校教育ト宗教トハ各別ノモノトナリ来リシカ故、是等取扱上ノ件ニ
関シテハ従来別段ノ規程等モナク、只地方長官ノ見込ニ由テ適宜ニ取扱ヒタル姿ナリ。
然ルニ輓近宗教ト学校教育トノ間ニ種々ノ関係ヲ生シ、今ヤ学者教育家ノ間ニモ様々ノ
議論ヲ生スルニ至リ。此儘ニテ漠然経過スルニ於テハ、何レカノ日カ衝突ヲ生シ不都合
ヲ惹キ起スニ至ルヘキカト懸念セラル。就テハ今日ニ於テ右取扱上ニ関スル方針ヲ一定
シテ文部大臣ヨリ指示セラレンコトヲ望ム。而シテ其取扱ノ方針ニ就キ希望スル点ヲ挙
レハ本邦古来ノ習慣ニ基キ学校教育ト宗教トハ全ク別離セシメ、学校教科ノ範囲内ニハ
宗教ヲ加味セシメス。仮令宗教家ノ設置ニ係ルモノト雖モ、学校トシテ人ヲ教育スルノ
目的ヲ以テ願出ツルモノナレハ、地方長官ハ其教科目中ニ宗教主義ヲ加フルヲ得セシメ
ス、即チ教科目中ニ宗教主義ノ事アルニ於テハ、学校トシテ認可ヲ与ヘサルコトヽトシ、
宗教ハ学校教科ノ範囲外ニ於テ自由ニ運動セシムルノ方針ニ一定スルヲ要ス。客年十月
教育ノ為メ下シ賜ヒタル勅語ニ依テ思考スルモ、学校教育ノ事ハ本邦固有ノ美徳ニ基キ、
宗教外ニ独立シテ智徳体ノ教育ヲ進歩セシムヘキモノタルヲ推知スルニ足レリト信スル
ナリ。
　冒頭で「本邦ニ於テハ古来学校教育ト宗教トハ各別ノモノ」としつつ、「是等取扱上ノ
件ニ関シテハ従来別段ノ規程等モナク、只地方長官ノ見込ニ由テ適宜ニ取扱ヒタル」制度
状況を批判している。地方長官が意図する「希望スル点」は、学校教育と宗教とを「全ク
別離セシメ」ること、たとえ設立者が宗教家であったとしても、学校とする以上は教科中
に「宗教主義」がみられる場合は「認可ヲ与ヘサルコト」を「文部大臣ヨリ指示」し、「方
針ヲ一定」することであった。要するに設立者の如何にかかわらず、「学校」から宗教を
完全に排除し、「学校教育ノ事ハ本邦固有ノ美徳ニ基キ、宗教外ニ独立シテ智徳体ノ教育
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ヲ進歩セシムヘキモノ」とすべきとしたのであった。
　学校教育と宗教との関係についてここで簡単に触れておくと、「学制」（1872年、「二編
追加」1873年）の段階では、神官僧侶が学校を開く場合でも「都テ学制ニ準シ教則ニ従ヒ」、
「其教旨ハ便宜ヲ以テ講説ストイヘトモ之カ為メ学科時間ヲ減スル 一周四日間二時ノ外
アルヘカラス」（第154章）とし、神官僧侶が教旨を説くために学科時間を減ずる場合は四
日間で二時間を超過しないようにとの制限を設け、基本的には「教育と宗教とを分離する
の方針」31を採っていたのであった。さらに1873（明治６）年５月14日には文部省布達第71
号を以て「都テ学制に準シ教則ニ従ヒ学科ノ順序ヲ踏ムヘシ、而シテ其教旨ヲ講説スルハ
学科時間ノ外タルヘシ」と第154章を改正し、当初設けていた制限時間も廃し、講説を行
う場合は完全に学科時間外にすることとしたのであった。これに加えて同年８月28日文部
省布達第115号により、教導職の学校教員兼務を禁じ、教育と宗教との分離を一時的に進
めていた。
　しかし同年９月15日、文部省布達第122号を以て「学制第百五十四章ヨリ第百五十八章
ニ至ル神官僧侶学校云々ノ條ハ相除キ候也條此旨布達候事」とした。「学制」第115条から
158条を削除するということは、事実上教育宗教分離の方針に関わる関係規定の廃止であ
った。この関係規定廃止とその後の政策方針について、松浦鎮次郎は「勿論其（文部省布
達第122号）後に於ても此問題に対する政府の方針に変更を来した訳ではないが、何等の規
定もなきが為に教育と宗教との関係が多少不明瞭であつたのは事実である」32と述べる。
しかし関係規定が廃止された以上、教育と宗教との関係に関わって拠り所となる法規定が
不在となったのもまた事実であった。
　教育と宗教との関係についてその方針が明瞭に示されるのは、よく知られているように
条約改正による外国人の内地雑居が迫った1899（明治32）年の文部省訓令第12号「一般ノ教
育ヲ宗教外ニ特立セシムル件」まで待たなくてはならない33。上述の文部省布達第122号
以降、教育勅語の成立・公布に関わる検討を除けば、99年文部省訓令第12号に至るまで教
育と宗教との関係に関わる政策過程については殆ど検証の対象とされてこなかったから、
本建議案は貴重な素材であるといえよう。
　本建議案の背景には、前年の1890（明治23）年頃、「論争がまだたけなわ」34であった「徳
育論争」、さらにはこの年（91年）の１月には第一高等中学校で内村鑑三の「不敬」事件が
報道され、教育と宗教との緊張関係が始まっていたことも窺われる。教育勅語の実現をみ
た地方長官らが用意したこの建議は、宗教を学校教育から排除し、教育勅語によって裏打
ちを得た（「勅語ニ依テ思考スルモ」）「本邦固有ノ美徳」に基づく学校教育体制の確立を意
図するものであったといえる。地方長官らにしてみれば、そもそも教育勅語は単なる「徳
育ノ標準」ではなく、もとより学校教育全般のあり方を規定するものとして捉えていたの
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であった。
　またこの会議の翌年、1892（明治25）年11月、井上哲次郎「宗教と教育との関係につき」
が発表されて、教育勅語とキリスト教との関係を巡って「教育と宗教」第一次論争（久木
幸男）が展開されることになるが、建議案では表面だってキリスト教が名指しされている
わけではない。むしろここではキリスト教のみならず仏教をも含めた宗教の、学校教育か
らの排除を求めている点に留意しておく必要がある。当時仏教関係者の中でもキリスト教
の学校教育からの排除が、仏教を含めた宗教全般の排除に展開することを危惧する者もい
たが35、そのような危惧が生まれる雰囲気が本建議案からも読み取ることができよう。
　加えて建議案を作成した東京府の特殊事情として、同府における各種学校の集中という
事情があったことにも留意しておく必要がある。1889（明治25）年段階で、全国各種学校
1,538のうち、431校、すなわち三割近くが東京府に集中していた36。これら各種学校の中
にはキリスト教系の学校、仏教の大学林も含まれていたから、これらの各種学校に対して、
認可主体となる東京府（知事）としては他府県よりも「方針」を「一定ス」る必要性を強く
持っていたと見ることもできる37。
　この建議案の内容に関しては、委員会でも結論が出ずまた宗教に関わる教育制度に関し
ても委員メンバーが不案内だったこともあり、船越委員から「服部岩手県知事ハ元本職ナ
リ」と発案があって38、服部に本案に関して意見を聞くということになった。しかし「議
事筆記」の中にその結果を見出すことはできない。
3-(3)　「小学校尋常中学校高等中学校ノ連絡ヲ通スルニ適シタル教則ノ方針ヲ定メラレタ
キ事」
　最後の「小学校尋常中学校高等中学校ノ連絡ヲ通スルニ適シタル教則ノ方針ヲ定メラレ
タキ事」は長文に亙るので、適宜分割して読み解いてゆく。「議事筆記」にはこの案文に
関する議論の跡を見出すことはできない。
一小学校尋常中学校高等中学校ノ連絡ヲ通スル様文部省ニ於テ教則ノ方針ヲ定メラレタ
キ事
　　　其　理　由
教育ノ方法ニハ階級的進歩ノ方法ト独立的進歩ノ方法ト二様アリ。即チ小学校ハ自然尋
常中学校ニ入ルノ階梯トナリ、尋常中学校ハ又高等中学校ニ進ムノ階梯トナルノ仕組ナ
レハ、是階級的進歩ノ方法ナリ。之ニ反シテ小学校尋常中学校高等中学校トモ各其目的
方法ヲ異ニシ、小学校ノ卒業生ハ尋常中学校ニ、尋常中学校ノ卒業生ハ高等中学校ニ進
ムノ方法タラサルニ於テハ、是即チ独立的進歩ノ方法ナリ。我邦今日ノ教育方法ハ如何
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ト云フニ、階級的進歩ノ所モ幾分カナキニハアラサレトモ、先概独立的進歩ノ方法ナリ
ト謂フヘキカ故ニ、小学校ヲ卒業スルモ直ニ尋常中学校ニ入ルヲ得ス（学校ニヨリテハ
直ニ入ルヲ得セシムルノ方法ト定メタル所ナキアラサルモ）。又尋常中学校ヲ卒業スル
モ直ニ高等中学校ノ本科ニ入ルヲ得スシテ、予科ニ二三年ノ星霜ヲ費サヽルヲ得スサレ
ハ、高等中学校ヲ卒業シテ大学ニ入ル迄ニハ少クトモ十六七年ノ間学問セサルヲ得サル
ノ有様ナリ。
　項目タイトルに「小学校尋常中学校高等中学校ノ連絡」とあるように、現状の学校体系
における各学校間の接続関係のあり方について述べている。まず問題提起としては、現状
の学校体系は「独立的進歩ノ方法」、即ち小学校から尋常中学校・高等中学校・大学に至
るまでの接続が十分に確立されておらず、「高等中学校ヲ卒業シテ大学ニ入ル迄ニハ少ク
トモ十六七年ノ間学問セサルヲ得サルノ有様」であるという（「十五六年」というのは小学
校入学から高等中学校を卒業し、そして大学入学まで、と解釈した方がよいのだろう）。
要するにこれは各学校が「其目的方法ヲ異ニシ」ている「独立的進歩ノ方法」を採ってい
るからであるという。
尤モ我邦ノ学問ハ文字ノ六ヶ敷キニ苦ムノミナラス、欧米ノ語学ヲモ併セテ学ハサルヲ
得サルカ故、学問教育上一ノ材料タルニ過キサル文章語法ニ非常ノ心力ヲ労シ、到底欧
米人ノ学問ト同一ニ論スルヲ得サレトモ、今日日本人ノ経済ノ度及開化ノ有様ニ比例シ
テ視ルトキハ、前述ノ如キ教育方法ハ果シテ国家ノ為メ利益アリヤ。何人ト雖モ十分利
益アル方法ナリト断言スルヲ得サルヘシ。故ニ今日ニ於テ是等教育ノ方法ヲ改良シテ国
家経済ノ度ト人民進歩ノ有様トニ適応セシメ、務メテ階級的進歩ノ方法ニ方針ヲ定ムヘ
キハ益国家教育ノ為メ緊要ノ事ナラント信スルナリ。
　日本の場合、学習上様々な条件があるということは踏まえつつも、「国家教育ノ為メ」
現状を改め、「階級的進歩ノ方法」、即ち各学校段階の接続関係を確立する必要があると訴
える。
論者曰ク小学校尋常中学校高等中学校各其目的ヲ有スルカ故、必スシモ階級的進歩ノ方
法ニ依ルヲ要セス。各自其目的タケノ教育ヲ施シテ可ナリト。又曰ク我邦学問教育ノ進
歩未タ甚高カラス。故ニ階級的進歩ノ方法良シト雖、今日ニハ適セサルナリト。是皆一
応ノ道理アル論旨ニシテ必シモ然ラサルニハアラサレトモ、併階級的進歩ノ方法ニヨレ
バトテ各其学校ノ目的ヲ達シ得サルニハアラサルヘシ。其故如何トナレハ小学校ノ分ハ
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其教則必シモ一様ナルヲ要セス。随テ其修業年限ニモ夫々ノ差ヲ立テ、或ル小学校ハ尋
常中学校ノ階梯タル教育ヲ施スモ、亦或ル他ノ小学校ハ階梯タラサルノ教育ヲ施スモ可
ナリ。是等ハ教則ノ制定ニ依リ如何様ニモ方法ノ立テ方ハアルヘキナリ。之ヲ要スルニ
貧富貴賎種々様々ナル人間社会ヲ、一定ノ教則ニ依テ悉皆之ヲ律スルハ蓋誤レルモノト
謂フヘキカ。
　「要スルニ貧富貴賎種々様々ナル人間社会ヲ一定ノ教則ニ依テ悉皆之ヲ律スル」ことを
「誤レルモノ」と断じているのは、地方行政担当者としての現実認識であったとみてよい。
例えば第一次小学校令期に、小学校令の「改正」を検討した東北六県学務担当者による「小
学校令改正案」39などを見てみると、上記のような認識が背景に窺える。同案では尋常小
学校を、就業年限三ヶ年の「尋常小学校」と同四ヶ年の「特種尋常小学校」とに分け、後
者のみを高等小学校に直結するものとした。その対象者としては「尋常小学校ノ教育ニ満
足セサル即チ富有者ノ子弟」であり、また高等小学校に進学する者は「富有者ノ子弟若ク
ハ将来中学校等ノ高等学校ニ入ラントスルモノ」と位置づけていた。
　これに対して第二次小学校令は、第一次小学校令の下では“貧民向け”として不人気で
あった小学簡易科を廃し、小学校の系統を尋常小学校・高等小学校に一本化したのであっ
た（ただし尋常小学校には三年制と四年制とが設定されていた）。建議案はこのような文部
省の方針に対して、「貧富貴賎種々様々ナル人間社会ヲ、一定ノ教則ニ依テ悉皆之ヲ律ス
ルハ蓋誤レルモノト謂フヘキカ」と苦言を呈しているのであった。
尋常中学校ノ分ハ多少是ト趣キヲ異ニスル所アルモ、是亦高等中学校ノ階梯タルニ於テ
何モ差支ナキコトナリ。何トナレハ高等中学校ナルモノハ本ト高尚ナル普通教育ヲ施ス
所ニシテ、只尋常中学校ヨリハ学科ノ度高クシテ多少専門的ニ傾キヲ持タセル迄ノモノ
ナレハ、尋常中学校ヲ高等中学校ノ階梯トナシツヽ尋常中学校タケニテ全ク学問ヲ止メ、
実業ニ就ク者ヲ養成スルモ実際上毫モ差支アルコトナシ。成ルヘクハ尋常中学校ヨリ已
ニ少シク専門的教育ノ傾キヲ持タセ、今日ノ如ク二十ニ余ル学科ヲ満生徒ニ強テ課セサ
ル方却テ得策ナルヘキカ、是実ニ今日ノ教育上研究ヲ要スル一大問題ナラン。
　ここでは、尋常中学校と高等中学校との階梯に関しては、「何モ差支ナキコトナリ」と
していた。高等中学校を「本ト高尚ナル普通教育ヲ施ス所」と位置づけつつも、内容的に
は「尋常中学校ヨリハ学科ノ度高クシテ多少専門的ニ傾キヲ持タセル迄ノモノ」だからで
ある。
　発足当初はその内容程度の懸隔が甚だしかったとされる尋常中学校と高等中学校との接
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続問題であったが、この建議案文ではその点については何ら触れるところはない。「高等
中学校ナルモノハ本ト高尚ナル普通教育ヲ施ス所ニシテ只尋常中学校ヨリハ学科ノ度高ク
シテ多少専門的ニ傾キヲ持タセル迄ノモノナレハ」という文言をみると、大学予備教育機
関としての高等中学校の役割は殆ど意識されていないとすら見受けられる。尋常中学校か
らは、高等中学校予科（中学校令第七条）を通過しなければ入学が困難なのが現実で、なお
かつさらに二ヶ年の「予科補充科」40を設置する必要すらあった。加えて先に引用した部
分で「尋常中学校ヲ卒業スルモ直ニ高等中学校ノ本科ニ入ルヲ得スシテ予科ニ二三年ノ星
霜ヲ費サヽルヲ得ス」としていたことを考えると、理解に苦しむ内容ではあるといわなけ
ればならない。
　ところでこの引用部分で注目しておくべきは「尋常中学校タケニテ全ク学問ヲ止メ、実
業ニ就ク者ヲ養成スルモ実際上毫モ差支アルコトナシ。成ルヘクハ尋常中学校ヨリ已ニ少
シク専門的教育ノ傾ヲ持タセ、今日ノ如ク二十ニ余ル学科ヲ満生徒ニ強テ課セサル方却テ
得策ナルヘキカ」という部分であろう。後半部分の主語は高等中学校と解釈され、尋常中
学校に関しては、より「実業ニ就ク者ヲ養成スル」という性格を強め、高等中学校に関し
ては「（尋常中学校よりは）少シク専門的教育ノ傾ヲ持タセ」ることを求めているのである。
　要するに本建議案は、尋常中学校はより「実業ニ就ク者ヲ養成スル」ための性格を強め
つつ、高等中学校に関してはそうした尋常中学校からの接続を確保しながら、さらに科目
整理を行うことで「専門的ニ傾キ」を持たせることを求めているのであった。
　中学校の実業向けの課程ならびに教育内容を充実させるという要求に関しては、東京府
の他にもいくつかの地方で例や背景をみることができる。「尋常中学校ノ学科及其程度」
（1886〔明治19〕年６月22日文部省令第14号）第一条において、「第二外国語ト農業トハ其
一ヲ欠クコトヲ得」としていたが、千葉県では第二外国語を欠いて農業を課している41。
他方長野県では1887（明治20）年３月16日告示第51号「長野県尋常中学校規則」において、
第二外国語と農業とは選択履修とし、さらに両者を履修せずに商業を履修する「商業科」
を設置している42。この「商業科」は88（明治21）年に廃止され、長野県尋常中学校の学科
課程は「上級学校進学のための中学校の性格をつよめ」ることになるが、それでも「農業
又ハ商業科ヲ修ムル者ハ第四年級以上ノ漢文英語数学画学ヨリ一時間ツヽ減シテ之ヲ授
ク」「農業又ハ商業科ヲ修ムル生徒ニシテ英語ヲ修ムルヲ欲セサル者ニハ其時間ヲ以テ農
業ノ実習商業ノ実践並ニ数学ノ練習ヲナサシム」とするなど、商業、農業に比重を置く履
修が可能なようになっていた。
　前に述べたように、この建議案は結局文部省に提出されなかった。ただ、この年12月14日、
勅令第243号をもって中学校令中改正が行われ、「尋常中学校ハ農業工業商業等ノ専修科ヲ
設クルコトヲ得」（第一二条）とされた。秋田県ではこれを承けて翌25年11月の通常県会に
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おいて県尋常中学校に農業専修科を設置することを決定し、26年４月より設置した。『秋
田県教育史』はこの専修科設置に関して「本県ではすでに明治十四年、私立大張野農学校
が開校しており、なおかつ、工業、商業にさきがけて農業専修科を置いたのは農業立県を
県の基本方針としていたからであろう」43としている。
　このような形および時期で尋常中学校に実業向けの課程が設置されたことと、地方長官
らの建議案を併せて考えると、専修科設置に関しては、実業従事者養成に関わる地方の要
求が背景にあったことが窺える。
　建議案は次のように結ばれている。
是等ハ皆教則ノ制定ニ依テ如何様ニモ便宜ノ道ヲ得ラルヘシト思ハルナリ。又我邦学問
教育ノ進歩未タ甚高カラストナラハ畢竟何レノ部分モ高カラサルコトニ付、高カラサル
モノヲ以テ高カラサルコトニ階梯ヲ附スル何ノ不都合カ之アラン。サレハ充分高度ニ達
スルノ時ヲ待タス、今日ヨリ其方針ニテ教育ヲ施スコソ却テ他日ニ好結果ヲ観ルヘキナ
リ。若シ一方ノ学校ハ其度ガ卑クシテ他ノ一方ハ其度カ高シトナラハ卑キ方ノ教則ヲ高
メテ連絡ヲ通スヘシ。其辺ハ当局者カ学規教則ヲ制定スル上ニ於テ工夫ノアルヘキ事ト
信セラル。之ヲ要スルニ今日ノ如ク学校教育ニ長日月ヲ費スハ実ニ国家教育ノ為メ不得
策ナルヘシト思ハルヽナリ。
　「是等ハ皆教則ノ制定ニ依テ如何様ニモ便宜ノ道ヲ得ラルヘシト思ハルナリ」という部
分は、地方長官らがはっきりと文部省に教則ならびにその編成論理の不備不足を指摘した
ものといってよい。
　ところでこの年の地方長官会議開催中の４月26日から、全国教育聯合会が、帝国大学講
義室を会場として開催された44。諮詢問題は「第一　尋常小学校ニ本邦ノ歴史ト地理トヲ
加フルノ方法及其程度」、「第二　尋常師範学校ニ高等尋常ノ二科ヲ設クルノ議」、「第三　
小学校教員進級法ヲ設クルノ議」、「第四　中央教育議会ヲ設立スルノ議」、「第五　府県視
学ヲ置クノ議」、「第六　三府ニ限リ市視学ヲ置クノ議」、「第六　全国教育博覧会ヲ開クノ
議」の六点であった（この他三つの「討議問題」があったが、ここでは措く）。地方長官会
議の建議と関連する事柄として「第二　尋常師範学校ニ高等尋常ノ二科ヲ設クルノ議」に
注目したい。教育聯合会では大束重善（大日本教育会員、『本邦教育史』の著者で、当時東
京府高等女学校校長）が「説明委員」として、この諮詢問題に関して出席者の質問に答え
ることになった。諮詢の意図について大束は「尋常師範学校ニ何ウシテモ高等小学校ノ教
授ニ当ル生徒ト、尋常小学校ニ当ル生徒ト二ツヲ置クガ必要デアラウト、斯云フ考カラシ
テ其考モ出マシタ ト考ヘマス」と述べた。先に見た「尋常師範学校ニテ尋常小学校ト高
50
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等小学校ト各別ノ教員ヲ養成スヘキ事」と同じ方向性の諮詢問題であったことがわかる。
大束は諮詢の背景については「何ウシテモ」としか述べていないが（この辺りのことは聯
合会ですでにある程度共有されていたものとみられる）、地方長官会議の建議によって、
こうした議論の背景は明白になる。
　尋常高等の課程について、大束が「修業年限ハ一方ノ尋常科ノ方ハ二等位デ宜カラウト
云フ考デアル」、要するに現状の四年の課程を「高等科」とし、新たに二年の課程を「尋
常科」とすることを構想していたわけであるが、この点を巡って議論が紛糾することにな
る。いくつかの質疑応答を経て、三浦敏（宮崎県）が諮詢問題そのものについて「不賛成」
と発言した。「何トナレバ此尋常ト高等ト云フ二ツノモノヲ設ケル以上ハ、是迄従前改正
ニナツテ漸ク土台ノ坐ツタ処ノモノヲ、又打崩スト云フヤウナモノデ……是等ノ設ケノ必
要ナ モマダ発見致シマセヌ」からで、「何ウカ此案ヲ廃案致シタク考ヘマス」と提案した。
他にも吉田時（山梨県）が「原案者ノ心ヲ想像致シテ見マスルト、先ヅ各地方ニ於テ教員ガ
欠乏シテ居ル、依テ何ウカ教員ヲ沢山ホシイ、又然ウスルニハ教員速成ヲ要スルノダカラ、
順序ヲ高等ニ分ケタガ宜イカラウト云フ思召デアリマス」と諮詢の背景を慮った上で、し
かしそのような「速成」の教員では、「師範学校ノ教員ヲ養成スル目的ニ背イテ居ラウト
思ヒマス」と、同じく廃案を求めている。
　この後原案に対する賛成者も複数発言し、廃案にはならずに議論は続行した。最終的に
は「尋常師範学校ノ費用ヲ増サズシテ、其費額ノ範囲ニ於テ尋常高等ノ二科ヲ設ケル方法
ヲ定メル」こととして、別個に調査委員を設けることとなったのであった45。
小括
　以上、1891（明治24）年地方長官会議に提出された第七号「教育事項ニ関スル建議案」の
内容を検討してきた。
　先に触れたように、この年の地方長官会議には少なくとも20を超える建議案が各地方か
ら寄せられていた。それらの建議案は地方長官会議、その内に設けられた委員会によって
取捨選択・修正され、限られた数の建議案のみが実際に建議とされたと判断されるし、東
京府が作成した第七号議案「教育事項ニ関スル建議案」も結局は東京府自身が先送りにす
ることを提案し、実際に建議されることは見送られた。それ故ここで検討された建議案の
内容と、その後の文部省の政策形成との関係については本稿の限りでは明らかにしうると
ころはない。
　とはいえいずれの建議案をみても、建議案の作成主体である東京府独自の事情を背景と
しつつ、しかし師範学校予算、教育勅語を踏まえた学校教育における宗教の取り扱い、中
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学校における人材育成方針やそれに伴う課程編成方法等、全国的な課題として共有しうる
内容によって構成されていたということができる。実際会議の中で蜂須賀東京府知事は「第
七号教育事項ニ関スル建議案ハ事重大ニシテ若シ至急ノ議決ヲ一歩ヲ誤ルトキハ回復スヘ
カラサル不都合ヲ生スヘキニ付、尚実際ノ調査ヲ為ス トシ延期スル ニ決セリ……（中
略）……諸君ニ於テモ御帰県ノ上ハ篤ト利害ノ御調査アラン ヲ冀望ス」（４月30日午前）
と、各地方長官に要請していたのであった。
　ところで『内務省史』によれば、91（明治24）年には本稿で取り上げた４月から５月にか
けての会議に加え、10月29日から同年二回目の地方長官会議が開催されている46。本稿で
取り上げた建議案がどのように引き継がれたかということについては10月からの会議を検
証しなければならないが、現段階では筆者は同会議に関するまとまった資料を発見し得て
いない。本稿で取り上げた建議案の顛末も含めて10月会議の資料調査を今後の課題とした
い。
※本稿は日本学術振興会科学研究費補助金基盤研究（Ｃ）「戦前期日本の教育政策過程に関
する実証的研究——地方の政策参画過程の解明と分析——」（課題番号20530745）の成果の
一部である。
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